４　クレジットと多重債務
（１）クレジットの種類としくみ
　　クレジットとは｢信用｣という意味で，自分の信用をもとに，利用者が先に商品やサービスを受け取り，その後で代金を支払うシステムのことを言います。
　クレジットには，あらかじめクレジット会社に申し込みをし，審査を受けて発行されたクレジットカードを利用する「包括信用購入あっせん（包括クレジット）」と，販売会社（加盟店）で商品等を購入するごとにクレジットの申し込みをして審査を受け利用する「個別信用購入あっせん（個別クレジット）」があります。
	支払いの方法
	内　　　　　　　　容
	備　　　　考

	包括クレジット
	あらかじめクレジット会社に申し込みをし，審査を受けて発行されたクレジットカードを利用する
	いわゆるクレジットカードでの支払いのこと

	個別クレジット
	販売会社（加盟店）で商品等を購入するごとにクレジットの申し込みをして審査を受け利用する
	単に「分割払い」と認識されていることも多い



【包括クレジットのしくみ】
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③商品引渡し
④利用伝票を送る
⑤代金を一括で立替払い
⑥代金分割払い又はリボルビング払い
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（２）返済方法
　　クレジットには様々な返済方法があり，それぞれにメリットとデメリットがあります。大切なことは，毎月の返済額はもちろんのこと，返済終了（完済）までの返済計画を立てたうえで，自分にあった返済方法を選ぶことです。

	返　　済　　方　　法
	メリット
	デメリット

	一括返済
	1，2回で返済する
	原則として利息がかからない。
	1回あたりの返済負担が大きい。

	分割返済
	元金均等返済
	元金部分は返済回数による均等額を支払い，利息部分はその元金残高による利率を乗じて算出し，その合計額を毎月の返済額とする返済方法。
	元利均等返済よりも返済総額が少なくなる。
	当初の返済負担が大きい。

	
	元利均等返済
	毎回の返済額が均等になるよう元金部分と利息部分が組み合わされており，元金部分は利息の減少に従って増加していく。
	毎月の返済額が均等で，返済計画を立てやすい。
	元金均等返済よりも返済総額が多くなる。

	リボルビング返済
	毎月あらかじめ指定した一定額を返済していく。定額方式，定率方式，残高スライド方式がある。
	毎月の返済額が一定で，返済計画が立てやすい。
	返済がいつ終わるのかわかりにくい。

	自由返済
	契約時に完済期限を決め，その間の返済額は自由に決められる。
	自分のペースで返済できる。
	計画的に返済していかないと，完済できない。


 ｢リボルビング｣返済
　｢リボルビング」とは回転するという意味で，一般には｢リボ｣｢リボ払い｣と呼ばれています。
　リボ払いは，決められた限度額内であれば何度でも繰り返し利用でき，特定の月に利用が重なった場合でも，支払額を一定の金額・割合に抑えることができますが，反面，自分の利用状況や借入残高が把握できなくなったり，支払が長期にわたると多額の利息がかかることになりますので，注意が必要です。
　リボ払いには，次のような種類があります。残高スライド方式とは，借入残高に応じて段階的に返済の額や率を変更するものです。（借入残高が多いほど，高額，高率の返済となる）
元利金等のリボルビング払いで高額の利用をおこなった場合，支払額に含まれる金利の割合が非常に高く（＝元金の返済額が少なく）なります。そのため，支払いが長期化し，金利負担が重くなります。
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＜返済額の計算例＞
◆元金均等返済と元利均等返済（年利18％(月利1.5％)で100万円を借り，20回で返済する場合) 
　 ○元金均等返済
	回
	元金返済額
	利息支払額
	合計返済額
	借入残高

	
	
	
	
	1,000,000

	1
	50,000
	15,000
	65,000
	950,000

	2
	50,000
	14,250
	64,250
	900,000

	3
	50,000
	13,500
	63,500
	850,000

	
	
	
	
	

	19
	50,000
	1,500
	51,500
	50,000

	20
	50,000
	750
	50,750
	0

	計
	1,000,000
	157,500
	1,157,500
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★Ｎ回目の返済額　　　 ： 借入金額÷返済回数 ＋ 借入金額×（1-（Ｎ-1）÷返済回数）×月利
　　　　　　　　　　　　　　　　     元金返済額　　　　　　　　　　　　　　　　利息支払額


◎計算例（3回目の返済額）:（1,000,000 ÷　20　） ＋ (1,000,000×（1-（3-1）÷20）×0.015
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝      50,000　     ＋　            13,500
　　　　　　　　　　　        ＝  63,500円





○元利均等返済
	回
	元金返済額
	利息支払額
	合計返済額
	[image: [グラフ]元利均等返済]借入残高

	
	
	
	
	1,000,000

	1
	43,246
	15,000
	58,246
	956,754利息
返　済　額


	2
	43,895
	14,351
	58,246
	912,860

	3
	44,554
	13,692
	58,246
	868,306元金


	
	
	
	
	

	19
	56,538
	1,708
	58,246
	57,374返　済　期　間


	20
	56,538
	860
	58,234
	0

	計
	1,000,000
	164,903
	1,164,903
	


返済回数

★毎回の返済額　:　借入金額　×　月利　×（１+月利）　　　÷ （１+月利）　　－　１
返済回数

◎計算例（3回目の返済額）:（1,000,000 ×　0.015　×1.015　） ÷ (1.015  - 1)
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝         20,202　            ÷   0.346855
　　　　　　　　　　　        ＝ 58,246円
20
20





※指数はエクセルのＰＯＷＥＲ関数で計算できます。
例：ＰＯＷＥＲ（1.015，20）＝1.346855・・・






◆分割返済とリボルビング返済の違い（年利18％で10万円を借り①,さらに翌月に5万円を借りた②場合)
○分割返済（元金均等，①…10回払い，②…5回払い）
	回
	元金返済額
	利息支払額
	合計返済額
	借入残高

	
	①
	②
	①
	②
	
	100,000

	1
	10,000
	
	1,500
	
	11,500
	140,000

	2
	10,000
	10,000
	1,350
	750
	22,100
	120,000

	3
	10,000
	10,000
	1,200
	600
	21,800
	100,000

	
	
	
	
	
	
	

	9
	10,000
	
	300
	
	10.300
	10,000

	10
	10,000
	
	150
	
	10,150
	0

	計
	150,000
	10,500
	160,500
	


◎計算例（3回目の返済額）　※計算式は元金均等返済と同じ
①：（100,000÷10）＋(100,000×（1-（3-1）÷10）×0.015=10,000+1,200=11,200
②：(50,000÷5)+(50,000×(1-(2-1)÷5)×0.0015=10,000+600=10,600（②の返済としては2回目）
①と②の合計：11,200+10,600＝21,800円









○リボルビング返済
（手数料が実質年率15％，毎月5,000円の元金均等定額リボルビング方式を利用。
毎月1日から月末までの支払いを翌月27日に支払う。2017年10月5日に3万円を利用した場合）
	回
	支払日/購入日
	購入金額金
	元金返済額
	利息支払額
	合計返済額
	借入残高

	
	2017年10月5日
	30,000
	
	
	
	

	
	10月27日
	
	
	
	
	30,000

	1
	11月27日
	
	5,000
	375
	5,375
	25,000

	2
	12月27日
	
	5,000
	313
	5,313
	20,000

	3
	2018年1月27日
	
	5,000
	250
	5,250
	15,000

	4
	2月27日
	
	5,000
	188
	5,188
	10,000

	5
	3月27日
	
	5,000
	125
	5,125
	5,000

	6
	4月27日
	
	5,000
	63
	5,063
	0

	計
	
	
	30,000
	1,314
	31,314
	


★毎月の返済額　設定した金額　+　手数料（返済月の借入残高×月利）

◎計算例　2018年1月の返済額　5,000 ＋（20,000×0.0125）　＝　5,250円


信用のある人が持つ４つのＣ
　お金を借りる人の「信用」は，具体的には４つのＣで表されるといわれています。
Character（人格）
借りたお金は後で返済するという約束を正しく理解し，返済を実行する意志があるかどうか。
Capacity（支払い能力）
借りたお金をスム－ズに返していける支払能力，毎月定期的に支払いを行なえる財政の基礎基盤。
Capital（資産）又は
Collateral（担保）
病気，事故にあってもこれをカバ－しうる資産（担保）があるかどうか。最低限度の余裕も必要。
Control（自己管理）
自分の返済能力を加味し，計画的な返済が出来るかどうか。自己管理能力の可能な人物であること。












（３）クレジット利用の注意点
①　必要性を考えて利用しましょう。
クレジットやキャッシング（ローン）は借金です。本当に必要に迫られた利用ですか？特に，高額な商品やサービスを購入するときは，家族と相談するなどして，よく考えましょう。
②　契約条件・内容を確認しましょう。
クレジットやローン会社などから渡された契約・規約・約款などは読みましたか？利用方法，支払い方法など契約や個人信用情報に関する重要なことが記載されています。
　　　③　利用限度を定めましょう。
利用した分の返済は大丈夫ですか？返済計画は立っていますか？返済で家計に無理が生じないよう，自分サイズの利用限度額を決めましょう。
　　　④　利用金額の確認をしましょう。
売上票の利用金額を確認してからサインや暗証番号認証を行ってください。ＡＴＭ機等の利用も明細書と現金の確認を。控は大切に保管し，利用明細書（引き落とし明細）等と照合してください。
　　　⑤　支払日に注意しましょう。
支払期日はカレンダーなどに印をつけて，忘れないようにしましょう。遅れた場合には，遅延損害金の支払いばかりでなく，信用が損なわれてカードが利用できなくなることもあります。
　　　⑥　カードの管理はキチンとしましょう。
カードを他人に貸すのは厳禁です。カードを紛失したり，盗難にあったりした場合にはすぐにカード会社と警察に届け出てください。不要なカードはカード会社に返却しましょう。
　　　⑦　借金返済のためのカード利用は厳禁です。
借金返済のために他社から借り入れることは絶対に避けてください。このような方法は一時しのぎで，借金を増加させることになります。
　個人信用情報
　クレジットは，個人の信用をもとにした契約ですから，その人の個人信用情報が重要になってきます。個人情報を収集管理するのが｢個人信用情報機関｣で，会員（販売店）の求めに応じ顧客の信用に関する情報を提供しています。登録されている情報は，本人が開示を求めれば内容を確認することができます。
　また，携帯電話やスマートフォンの契約についても，料金未払いによって強制解約されたり，個人信用情報機関への登録により，ローンが組めなくなったりする恐れもあるので，注意が必要です。
　＜代表的な個人信用情報機関＞　
　　　　○銀行業界…全国銀行個人信用情報センター（略称：全銀協）
　　　　○消費者金融業界…日本信用情報機構（略称：ＪＩＣＣ）
　　　　○クレジット業界…（株）シー・アイ・シー（略称：ＣＩＣ）
　＜登録されている情報＞
　　　　○本人識別のための情報…氏名，生年月日，住所，電話番号等
　　　　○取引事実に関する情報…契約の種類，契約年月日，契約額，支払回数，商品名， 
　　　　　　　　　　　　　　　　月々の支払や支払遅延の記録，残高，登録会社名等
· クレジットなどの申込内容
· 官報に公告された記録…破産宣告，失踪宣告等


















（４）支払い停止の抗弁（代金の支払い拒否）
　　　商品の購入契約をした場合，販売会社は商品を引き渡すまで購入者は代金を支払わなくてよいという「同時履行」の関係があります。（民法第533条）
クレジット契約で商品等を購入して，販売店との間で｢商品が届かない｣｢商品に欠陥がある｣等のトラブルが発生した場合，トラブルが解決するまでの間信販会社への支払を停止することができます。これを｢支払い停止の抗弁権｣（割賦販売法第30条の4）といい，以下の要件に該当すれば，抗弁権が適用されます。
①　２月を超える後払いのとき
②　割賦販売法の適用除外となっている商品・役務・権利の契約ではないこと
（適用除外：外国にいる人が行う契約，国・地方公共団体が行う契約など）
③　商品・権利・役務の購入が購入者にとって商行為とならないとき
（いわゆるマルチ商法，内職・モニター商法の個人販売契約に係るものを除く）
④　支払総額が４万円以上（リボルビング方式では，現金価格が３万８千円以上）のとき






支払い停止の抗弁を主張する場合は，販売店とクレジット会社等に「支払いを停止する」旨の通知を書面で送付します。簡易書留か特定記録郵便を利用し，通知のコピーを保管しておきましょう。通知の様式は一般社団法人日本クレジット協会のホームページなどで入手できます。

（５）クレジットカードに関する消費者トラブル
　◆クレジットカードの貸与
迷惑はかけないと友人から頼まれ，手持ちのクレジットカードを貸した。クレジットカード会社から請求書が届き，クレジットカードの限度額50万円をショッピングとキャッシングで使われていることが判明した。友人の携帯電話番号は変更になっていて，連絡が取れない。友人の両親に返金して欲しいと頼んだが，子供とは関係ないと断られた。どうしたらよいか。






　【アドバイス】
自分以外の第三者が利用したクレジットカードの利用でも，自分がクレジットカードを貸した場合は，カード会社からの請求を拒むことはできません。友人が使用したクレジットカードの利用分を友人本人に請求することはできますが，友人の家族には法的な返済義務はありません。これ以上利用されないように，クレジットカードの利用停止もしくは解約をクレジットカード会社へ申し出ましょう。
　【トラブル回避のポイント】
・クレジットカードはクレジットカード会社から貸与されているもの
クレジットカードの会員規約では，クレジットカードはカード会社がカード名義人に貸与したものであって，クレジットカードの所有権はカード会社にあります。また，他人への貸与や譲渡や質入することは禁止されています。
・支払い義務はクレジットカードの名義人に
会員規約違反により発生した債務の支払義務はクレジットカードの名義人が負うことや，会員規約違反が発覚した場合は強制退会される場合もあると明記されています。また，消費者には，クレジットカードの保管義務，暗証番号を知られないようにする義務もありますので注意しましょう。
　◆リボルビング払い
　家電一式を20万円で購入。リボ払いにすると2万円キャッシュバックするというカード会社の特典を受けるため，リボ払いに変更し，毎月5千円ずつ支払うコースを選んだ。その後，残額を一括で支払おうとカード会社に連絡すると，思ったよりも支払い済みの金額が少なく，手数料ばかり支払っている状態だった。リボ払いへの変更時にはそんな説明はなかった。





【アドバイス】
　キャッシュバックやポイント付加，年会費無料などの特典をうたって，リボ払いを勧めるカード会社が多いですが，結果的に手数料の方が高くつくこともあります。リボ払いはカードの種類や支払いコースによって金額が変更になるなど，仕組みが複雑です。利用する前に手数料等を確認し，理解してから使いましょう。
【トラブル回避のポイント】
・利用する場合は，仕組みをきちんと理解する
リボ払いは月々の支払額が抑えられるメリットがありますが，安易に利用を重ねると手数料がかさみ，後々支払いが困難になることがあります。利用するときは，そのカードのリボ払いについて，仕組みや手数料などをきちんと把握して計画的に利用しましょう。
・複数のカードでリボ払いを利用しないこと
リボ払いは自ら増額しなければ支払金額は少額のままなので，支払いが長期化して手数料がかさみ支払総額が増えます。さらに複数のカードでリボ払いを利用していると，支払い残額を把握しきれず，結果的に支払い能力を上回り，多重債務に陥る一因になりかねません。安易な利用は避け，余裕があるときには支払金額の増額等を検討しましょう。

◆クレジットカードのショッピング枠の現金化
現金が必要になり，「即日融資，担保・保証人不要，低収入でも融資する」とのネット広告を見て問い合わせた。業者に「クレジットカードで買い物をすれば買い取る」と言われ，クレジットカードのショッピング枠の限度額70万円分でカーナビゲーションを6台購入した。しかし，業者は50万円でしか買い取ってくれなかった。翌月クレジットカード会社から70万円の請求が届いた。








【トラブル回避のポイント】
クレジットカードのショッピング枠の現金化とは
　本来，商品やサービスを後払いするために設定されているクレジットカードの「ショッピング」の利用可能枠を，当座の現金欲しさに，換金する目的で利用することです。
・換金目的での利用は規約違反
　クレジットカード会社は，換金を目的とするクレジットカードの利用を認めていません。このことはカードの規約にも記載されています。残金の一括請求，カードの利用停止，強制退会等となることもあります。
・自分の債務を増やすことに
　クレジットカードのショッピング枠を現金化しても，カード利用した代金はクレジットカード会社に支払わなければなりません。その場でいくらかの現金を手に入れたとしても，一時的にしのげるだけで，結局は自分の債務を増やすことになります。また，約束されたお金が振り込まれない事例もあります。
・カード番号や個人情報等が悪用される可能性もある
　業者に提供したカード番号等が悪用される可能性もあります。
・問題が潜在化しやすい
　　　クレジットカードのショッピング枠の現金化はクレジットカード契約違反行為であり，消費者が法的責任を問われる可能性もあるので，消費者自身も罪に問われる可能性があるため被害にあっても申し出にくく，トラブルが潜在化しやすいと言えます。

（６）消費者金融
　　　消費者金融に関する法律は，貸金業法，出資法，利息制限法等がありますが，返済しきれないほどの借金を抱えてしまう「多重債務者」の増加が，深刻な社会問題となったことから，これを解決するため，平成18年（2006年）貸金業法及び出資法が改正，平成22年（2010年）完全施行されました。
ア　改正貸金業法のポイント
①総量規制　借り過ぎ・貸し過ぎの防止
　　・借入残高が年収の3分の1を超える場合，新規の借り入れができなくなる
　　・借り入れの際に，基本的に「年収を証明する書類」が必要となる
②上限金利の引き下げ
　　・法律上の上限金利が，29.2％から，借入額に応じて15％～20％に下げられる
③貸金業者に対する規制の強化
　　・法令遵守の助言・指導を行う貸金業務取扱主任者を営業所に置くことを義務付け
　　イ　総量規制とは
貸金業者からの借入残高が年収の3分の1を超える場合，新規の借入れをすることができません。総量規制が適用されるのは，貸金業者から個人が借入れを行う場合です。銀行からの借入れや法人名義での借入れは対象外です。また，住宅ローンなど，一般に低金利で返済期間が長く，定型的である一部の貸付けについては，総量規制は適用されません。
　ウ　上限金利の引き下げ
　　　　法律上の上限金利には，
(1) 利息制限法の上限金利（超過すると民事上無効）：貸付額に応じ15％～20％
(2) 出資法の上限金利（超過すると刑事罰）：20％（改正前は29.2％）
の2つがあります。

　＜ヤミ金融の手口＞
　貸金業者は，国や都道府県に登録が義務付けられています。それにもかかわらず，無登録で貸金業を営む業者は「ヤミ金融業者」と呼ばれています。一方で，登録業者であるにもかかわらず，法律に違反する高金利で貸付を行ったり，悪質な取り立てを行う業者もいます。これらも含めて「ヤミ金融業者」と呼ばれています。
　 ｢甘い話｣にはウラがあることを認識し，低金利･好条件のオトリ広告やダイレクトメールには注意しましょう。ヤミ金融業者は取立てのために，借りた本人の住所，電話番号，勤務先だけではなく，親兄弟・親類の連絡先を聞いてきます。少しでも返済が遅れると，勤務先や親兄弟・親類などに脅迫まがいの電話をかけるなどの厳しい取立てを行い，精神的に追い詰め，違法な高金利の利子を支払わせることもあります。

●090金融…勧誘のチラシに携帯電話の番号と業者名しか書かず，正体を明かさないまま，違法な高金利で小口の融資を行う。
●紹介屋…借入れ申込者に対し，「うちでは貸せないが他の業者を紹介する｡」と言って，実質的な仲介はしていないのに多額の手数料を取る。
●整理屋…｢借金整理｣｢低金利切替一本化｣などの広告で多重債務者を誘い，実際にはほとんど何もしないのに多額の手数料を取る。
●買取屋…借入れ申込者にクレジットカードで商品や金券を購入させ，これらの商品等を購入額よりはるかに安い額で下取りし，転売して多額の利益を得る。
●家財リース…自宅にある家具や電化製品をいったん買い取る形で融資し，実際はそれらを自宅に置いたまま，リース契約を装って，以後はリース料の名目で高金利の返済をさせる。






















（７）多重債務の整理方法
　　　多重債務とは，信販会社，銀行，消費者金融等からの借金が返せなくなった人が，他の業者から借りて返済しようとすることによって，債務が重なる状態を言います。
　　　多重債務で支払い困難になったときには，その対策として次の整理方法があります。
	任意整理
	　裁判所などの公的機関を利用しないで，通常は弁護士に依頼して，私的に直接債権者と和解交渉をして債務整理をする方法。

	特定調停
	　簡易裁判所に調停の申立てをして，簡易裁判所の調停委員のあっせんを受けながら，和解の成立を図る方法。

	個人版
民事再生
	　地方裁判所に申立てをし，一般的には財産を処分することなく，生活の立て直しを図る方法。ただし，住宅ローンを除く借入額が3千万円以下，継続して収入のある人，原則として3年間で計画どおりに一定額を返済する等の条件がある。条件を満たせば，借金の減免が受けられる。

	自己破産
	　地方裁判所に破産の申立てをし，全財産を処分することにより，残った借金のすべての免除を受けて生活の立て直しを図る方法。ただし，財産より債務の方が多いこと，現在の支払い能力では全部の債務を弁済できる見込みのないことという条件がある。




（８）多重債務に陥らないために
〇借りる前にもう一度考えてみましょう
　・それは本当に必要なお金ですか？
　・今すぐ必要なお金（モノ）ですか？
　・自分の収入できちんと返済していけますか？
・金利はどのくらいかかりますか？
・借金返済のための借金ではないですか？
〇それでも多重債務に陥ってしまったら…
　・借金問題は必ず解決できます。
　・それぞれの状況に応じた債務整理の方法があります。
　・一人で悩まず，早めに相談しましょう。

（９）保証人・連帯保証人の責任
　　　金銭貸借契約を結ぶとき，貸主が貸付金の回収を確実なものにするため，（連帯）保証人を付けるよう求めることがあります。お金を借りた債務者本人が借金を払わなかったり，自己破産の申立てをしたような場合には，保証人や連帯保証人は債務者本人に代わって借金を支払わなければならなくなります。
　　　◆保証人と連帯保証人の違い
· 保証人…お金を貸した債権者が，いきなり借金の支払いを請求してきても，債権者に対し，　　　　まず債務者本人に請求するよう要求したり，債務者本人の財産に対し強制執行をするように要求する権利があります。
· 連帯保証人…自分が債務者本人と同じ責任を負うことになり，債務者からの請求に応じなくてはいけません。親しい友人などから｢絶対に迷惑はかけないから｣などと頼まれても，次のことに注意し，よく考えたうえで保証人や連帯保証人になるかどうかを決めることが大切です。
①借主に返済能力があるか，人柄は信頼できるか。
②保証の条件はどうなっているか。
③万一の場合，借金を自分の資力で支払えるか。
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